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【テーマ分科会１(平和)】

地球規模の平和社会への展望

「正義の戦争」とアメリカ －原爆と劣化ウラン弾を結ぶもの－T101

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 38木村 朗 （鹿児島大学）

湾岸戦争におけるアメリカの無差別大量爆撃T102
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アメリカの核兵器使用政策の背景 －残留放射線被害の隠ぺい－T103
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地球規模の反戦平和の流れと国際地域共同体の発展T104
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最近の朝鮮半島情勢 －韓国映画をとおしてみた－T105
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日本の安全保障と国際貢献T106
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米国の世界戦略と日米軍事同盟 －沖縄からの分析－T107

‥‥‥‥‥‥‥‥ 52亀山統一 （日本科学者会議平和問題研究委員会、琉球大学）

人類生存に危機もたらすミサイル防衛システムに大きな反対運動をT108

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 54中野貞彦・伊藤 隆 （日本科学者会議東京支部）

パネルディスカッション予稿

今日もまた35,615人の子どもが死んだT109

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 56岩本智之 (日本科学者会議大阪支部)

現代における平和研究の可能性T110

－「トランセンド」（平和的手段による紛争転換）の活動から－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 60藤田明史 (トランセンド研究会)

Administrator
ノート
　第２次大戦末期における日本への原爆投下と9.11事件以降のアフガン戦争・イラク戦争での劣化ウラン弾使用という二つの問題を、「正義の戦争」とアメリカという視点から検討する。（この問題は、過去と現在における真実の隠蔽、すなわち歴史の改ざん・ねつ造と戦争報道をめぐる情報操作といった問題とも密接に関連している。）　本稿を通じて、「民主主義（国家）」にとっての戦争の戦い方とはいかにあるべきか、またはたして「正義の戦争」とは存在しうるのか、といった根本問題を考えてみたい。

Administrator
ノート
　ベトナム戦争はアメリカに大きな影響を与えた。戦争は10年以上かかり、5万人以上の米兵と約300万人のベトナム人が亡くなった 。犠牲者が多く長期化した戦争によりアメリカ社会全体に反戦意識が広がり、その後は軍事力が容易に発動できない状況が続いた。このような状況を変える契機となったのが湾岸戦争であった。湾岸戦争では米兵の「被害」を最小限にとどめ、戦争は短期間で終結させられた。それでは、湾岸戦争におけるアメリカの軍事技術はどのような特徴をもっていたのであろうか。報告では、アメリカの軍事技術が無差別大量爆撃戦術にもとづいて体系化されたものであることを明らかにする。

Administrator
ノート
　アメリカは原爆被害、とりわけ残留放射線による被害を隠ぺいして、核兵器使用政策を合理化しようとしてきた。これが今日、「小型核兵器」および「地下貫通核兵器」は「使いやすい核兵器」という核兵器廃絶の世界世論に背くの研究開発につながっている。その背後には、残留放射線影響、内部被曝について研究をしてきた科学者たちが、こうした政策に協力してきた責任がある。

Administrator
ノート
　イラク戦争反対でおきた地球規模の反戦エネルギーは突発的でも一過性のものでもなく、東西冷戦時代から積み上げられてきた国際地域共同体に内在するエネルギーの発揮であり、今後の世界平和の原動力としても注目すべきである。

Administrator
ノート
　21世紀に入り、韓国では金大中前大統領の太陽政策を継承したノ・ムヒョン大統領が、弾劾裁判を経験したものの、総選挙での与党ウリ党の過半数獲得によって、安定した政治基盤を確保した。　社会的にも、北へのスパイ侵入を映画化した「シルミド」および、朝鮮戦争を題材にした「ブラザーフッド」の記録的なヒットは、韓国社会の変化を如実に示している。　一方、北朝鮮も、相変わらず食糧危機が続くものの、韓国との連携は着々と進展し、日本との国交樹立にも意欲がみられ、従来の閉鎖的な国策を転換しつつある。　ここで、日本が果たすべきは軍事大国化ではないことが明白であろう。東アジアの安定的平和の道を模索することを本発表の目的としたい。

Administrator
ノート
　今日、世界中での「反戦平和」の思想と運動の高揚によって、（１）侵略国は、政府軍に勝利をしても、民衆の抵抗によって、勝利を得ることはできな　　　くなっていること、（２）侵略戦争を起こした国は、経済を悪化させてしまうこと、（３）侵略戦争を起こした政権は、結局、国民の支持を失うこと、（４）経済大国が侵略を受けることは九分九厘ないこと、などが生じており、21世紀の世界の歴史の方向の主流が、「戦争」ではなく、日本国憲法「第九条」の方向であることが、明白となりつつある。　このような状況のもとで、経済大国であると同時に、資源輸入国である日本が、アメリカに従って、或いは、単独で、侵略戦争を行えば、日本という国自体が滅亡することが考えられる。　日本の発展の道が、「第九条」と日本の資源輸入がスムーズに行われるために不可欠の「世界平和」の道しかないことを踏まえて、日本の安全保障と世界平和のための「国際貢献」も“あり方”を追究したいと考えている。

Administrator
ノート
　米国は、唯一の超大国としての世界規模での国益追求を実現するために、世界のどこにでも柔軟に軍事力を行使できることをめざした軍事再編を進め、同盟国にもそれへの追随を求めている。その現れとして、核兵器の先制使用も辞さないとする核態勢見直し、世界規模での軍事基地・駐留部隊の再編、兵器の超ハイテク化などを挙げることができる。こうした米国にとって日本の同盟国としての役割は一層高まっており、アジア・太平洋地域における米軍の中核として基地・部隊の集中と強化が進められ、また、自衛隊を海外での軍事行動に参加させるなど、従属的ながら双務的な役割を果たす軍事同盟へと進行している。それは、当然、国民や周辺諸国・人民と深い矛盾を作り出している。こうした日米新同盟体制づくりのキーストーンとなってきた沖縄問題を出発点に、米国の世界戦略と日米軍事同盟の到達点とその影響について分析する。

Administrator
ノート
　アメリカは、ミサイル防衛システムを先制核攻撃戦略の柱にしており、人類の生存にとって大きな危機をもたらしている。日本政府はミサイル防衛システムへの参加を決定し、憲法の禁止する集団的自衛権に踏み込もうとしている。軍事産業は、日米共同研究、さらには６兆円という配備による暴利を狙っている。科学者・技術者として科学・技術の戦争利用に反対し、ミサイル防衛システムの危険を広く知らせ、大きな反対運動を巻き起こすよう取り組まなければならない。

Administrator
ノート
　平和研究は「恒久平和を可能にする社会システム」の実現にどのような貢献をすることができるか。「トランセンド」（平和的手段による紛争転換）の活動から得た知見をもとに、（１）暴力概念拡大の意義、（２）個と世界をつなぐものとしての「紛争転換」の概念、（３）紛争転換から見た「社会変革」とは何か、の問題を考える。また現代社会における平和研究者（ピースワーカー）のあり方についても基本的な考察を行う。



【テーマ分科会２(環境）】

環境保全型社会への課題と展望 （１／２）

科学を握って離さず －「地球温暖化」をめぐる誤解、曲解、半解を糺す－T201

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 66岩本智之 （日本科学者会議大阪支部）

極海域での高密度水形成過程における潮汐の役割T202

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 70坂本 圭 （京都大学大学院）

地球温暖化対策の現状と課題T203

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 72歌川 学 （産業技術総合研究所）

自治体における市民参加型の地球温暖化対策T204

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 76平岡俊一 （立命館大学大学院）

石川県の地球温暖化防止対策の現状と課題T205

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 80児玉一八 （日本科学者会議石川支部）

都道府県地球温暖化防止活動推進センター・地球温暖化防止活動推進員制度のT206

現状と課題 －各主体の役割の明確化を－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 84木原浩貴 （京都府地球温暖化防止活動推進センター）

NGO・市民が進める温暖化防止の取り組みT207

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥・ 86田浦健朗 豊田陽介 （気候ネットワーク）

市民による再生可能エネルギー普及活動の現状と展望T208

－市民共同発電所全国フォーラム報告より－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 88藤永のぶよ （関西ローカルエネルギーシステム研究会）

風力発電の技術動向と今後の可能性T209

－電力生産技術における「健全性」の問題－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 90山口 歩 （立命館大学）

持続可能な社会とは何か －その現状と将来展望－T210

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 92森 隆昌 （名古屋大学）

産業廃棄物不法投棄をめぐる自治体の環境政策T211

－青森・岩手県境不法投棄を事例として－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 94高島邦子 （大阪市立大学大学院）

ガス化溶融炉・RDFによるゴミ処理のかかえる問題T212

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 98河内俊英 （日本科学者会議福岡支部）

自動車リサイクル法についての検討 －EPRの視点から－T213

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 100淺木洋祐 （京都大学大学院）

Administrator
ノート
　気候変化問題は科学研究の成果が国際政治を動かすに至った貴重な例であるが、それだけにわれわれは科学の成果をしっかり握っていなければならない。この問題をめぐる誤解、曲解、半解の例を挙げ、警鐘を鳴らしたい。　・和文で“地球温暖化”、英文で“Climate Change”と書く「科学者」　・NGO等が流布するパンフ類に見られる誤った解説　・「デイ・アフター・トモロー」のデタラメぶり　・20世紀前半の気温上昇は太陽のせい？　・「吸収源」「温暖化ガス」「排出権取引」など怪しげな造語等々です。

Administrator
ノート
　現在の海洋には、北大西洋と南極周辺の極域海洋表層で形成された高密度水が、世界海洋の深層・底層へと輸送される「深層熱塩循環」が存在する。現在、地球温暖化に伴う極域の大気温度の上昇や大規模な棚氷の崩壊などによって、高密度海水の供給減少、ひいては深層熱塩循環の弱化が懸念されている。古気候の研究から、氷河期には深層熱塩循環が非常に弱かったことが示されており、地球温暖化による深層熱塩循環の弱化が、全球的な気候変動の引き金になる恐れがある。しかし、地球温暖化に伴う極域での気候変化が、深層熱塩循環に無視できない変化を引き起こすのかどうかを判断するには、極海域での複雑な高密度水形成過程のさらなる解明が必要である。本報告では、潮流によって海底付近で発達する乱流が高密度水形成に影響することを、数値モデルの結果から示す。

Administrator
ノート
　今年度は国の「地球温暖化対策推進大綱」の進捗状況点検と見直しの年にあたり、政策点検や新規政策導入（炭素税や排出量取引、事業所ごとの排出量公表制度など）をめぐる議論、エネルギー政策見直しの議論などが盛んに行われている。しかし、行われている議論は必ずしも進展を効果的効率的に行うための対策提案、政策提案にはなっていない。そこで、日本国内の温室効果ガスの総量および部門別排出実態、地球温暖化対策として「地球温暖化対策推進大綱」に掲げられたものの進展、それに政策措置の現状や今後の課題について報告する。

Administrator
ノート
　今日、自治体レベルでの温暖化対策を推進する重要性が高まっている。また市民生活、地域社会に身近であることなどから、自治体レベルでの取り組みにおいては、市民参加型の対策をとることが不可欠である。実際に、市民参加型の温暖化対策に取り組もうとしている自治体は増えている。しかし、それらの多くの自治体では、取り組みが十分には進んでいないのが現状である。その一方で、少ないながらも一定の成果を挙げつつある自治体も存在しており、それらの事例は、今後、他の自治体が市民参加型の温暖化対策を進めていくヒントを提示している。　本報告では、まず、自治体レベルでの市民参加型の温暖化対策の現状、課題を明らかにする。さらに、実際の事例研究から明らかになった事項をもとに、今後の市民参加型の対策をより推進していくための提言を行う。

Administrator
ノート
　石川県は1996年、「石川県新長期構想」でエネルギー政策の基本戦略を策定し、97年に「石川県地域新エネルギービジョン」、98年に「石川県地球温暖化防止地域推進行動計画」を発表した。　これらの計画で石川県は、二酸化炭素排出量を「2010年において1990年レベルより2.1％削減すること」を「県独自の暫定的な目標」とした。その実現には、「県民・事業者・行政の各主体が総力を挙げて取り組」む必要があるとしながら、実際には、①目標の羅列に止まり、実際の削減対策が実行されていない、②公共交通へのシフトを言いながら、道路づくりに奔走して鉄道は廃し、③再生可能エネルギーの導入目標も消極的―で、折り返し地点でも削減は遅々として進んでいない。　石川県での地球温暖化防止対策の実態と今後の課題を、市町村レベルでの現状とあわせて検証する。

Administrator
ノート
　現在、都道府県地球温暖化防止活動推進センター（以下、都道府県センター）の指定が進んでおり、平成16年8月1日現在、26の道府県で指定がなされている。また、地球温暖化防止活動推進員（以下、推進員）の委嘱も進んでおり、35道府県で計3,000人以上が委嘱されている。都道府県センターと推進員の制度は、着実に拡がりを見せていると言える。　しかしながら、活動を進める上での課題をいくつも抱えており、すべてが順調に機能しているわけではない。実践活動を積み重ねる中で、活動のあり方や支援策のあり方が探られている段階だと言えよう。　そこで本報告では、都道府県センタースタッフの立場から、実践例をもとに、都道府県センターと推進員の活動の現状を整理し、より効果的に活動を進めるための提案を行う。

Administrator
ノート
　地球温暖化防止京都会議（COP3）以降、市民・NGOによる地球温暖化問題への取り組みが活性化し、政策提言能力や社会的な影響力も増してきている。また市民・NGO主導・パートナーシップによる地域レベルの先進的な取り組みの成果も現れてきている。本報告では、最近の市民・NGOによる具体的な取り組み事例を取り上げ、その成果と課題について整理し、脱温暖化防止型社会構築のために、今後一層大きくなる市民・NGOの役割と可能性について展望する。

Administrator
ノート
　1997年ＣＯＰ３京都会議を前に、市民出資による太陽光市民共同発電所「てんとうむし１号」が滋賀県に誕生した。ＫＷあたりのコスト250円の電力を24円で売電する、『出資者が得をしないこういう取り組みが広がるとは思わなかった・・』とは、出資者の感想である。しかし、『温暖化防止のために自分も何かしたい、日本のエネルギー政策をサステイナブルものに変えていきたい』、そう願う市民の気持ちが、共同発電所運動を発展させ、現在では、風力発電所３基を含め全国50ヶ所に広がっている。　　再生可能エネルギー先進国であるドイツやデンマークとは制度的枠組み・補償制度のまったく違う日本で、市民の知恵と工夫ですすんでいる共同発電所のさまざまな実態と　その中に貫かれている「地域住民主体」の理念にこそ、日本のエネルギー未来がある。

Administrator
ノート
　エネルギー生産技術に求められる諸性能の中で特に「耐久性」に着目し、それが技術の「経済性」、ひいては環境（負荷の大きさ）に与える影響について考察する。　現在の風力発電機は、設備容量もメガワットを大きく超え、またピッチ他の多面的な制御機構を持つに至っているが、それが故の脆弱性もあらわれている。こうした観点をもとに、最近の風力発電の技術動向とその問題、課題を整理し、またその中で「耐久性」の問題の大きさを確認する。

Administrator
ノート
　現在企業，大学，研究所等で行われている研究の中で，環境に対する配慮がなされていないものはほぼないと言えるほど，「環境保全」，「資源循環型社会」，「持続可能な社会」という考え方は広く認識されていると言える．しかしながら本当の意味で持続可能な社会とは何か，また持続可能な社会を実現するために，現在の科学技術の到達点と今後の課題が何かという議論は十分なされているとは言えない．そこで愛知支部では，「持続可能な社会とは何か」と題したシンポジウムを開催し，60名の参加者を得て、物質循環，エネルギー，農業といった観点から持続可能な社会とは何か，またその実現のために何が必要なのかを議論した．現状ではエネルギーを循環させることができず，したがって真の意味での循環型社会の実現というのは難しいということを認めなければならないが，科学者は，例えばエネルギーの分野でいえば，現在行われているバイオマスのような再生可能なエネルギーの研究を継続し，少しでも環境問題を改善できるよう努力するとともに，持続可能な社会実現のためのまったく新たなプランの構築を目指す必要があると思われる．

Administrator
ノート
　さまざまな環境問題では、昨今の大量廃棄に伴う廃棄物の焼却施設や最終処分場の建設をめぐる住民紛争が多発している。処分場の逼迫と処理費用の高騰が原因で、産業廃棄物の不法投棄が増大してきた。　４月の環境省発表では、不法投棄の未処理量は1,096万トンに達し、その処理費用に１兆円かかると予測されている。本来は、実際に不法投棄を行った事業者あるいは処理業者が責任を負わねばならないが、零細事業者が多く、未処理のまま放置されているのが現状である。不法投棄の増大に対し、現行制度では対応が不十分であり、抜本的な再検討が必要であると思われる。　企業から排出される産業廃棄物が、国の広域処理政策で地方に運び込まれて、不法投棄されれば、その自治体に原状回復費用を負担させる政策に矛盾があるといえる。青森・岩手県境の不法投棄を事例として、全額税金で環境再生を行う問題点と、排出事業者の責任について、被害者である地方自治体の取り組みから、不法投棄の未然防止のために有効な自治体の環境政策を模索する。

Administrator
ノート
　廃棄物の中間処理施設は、ダイオキシン対策も含め高温ガス化溶融炉あるいはゴミ固形化燃料（ＲＤＦ）施設にシフトしているが、多くの課題のあることが、明らかになりつつある。その１つは、ランニングコストが高く経済的に大きな負担になること。２つ目として、技術的にいまだ未熟で不明な点が多く、安全性の面での懸念があること。いずれの施設もゴミの増減、特に減少は困るというおかしな構造であることが上げられる。　このような問題について、福岡県内・佐賀県など身近な実例をもとにして問題点を明らかにし、これからの循環型社会構築のあり方を考えてみる。

Administrator
ノート
　2005年より実施される自動車リサイクル法の最大の狙いは、使用済自動車市場の逆有償（マイナスの市場価格）の解消である。使用済自動車市場の逆有償は、不法投棄、不適正処理を引き起こすとともに、既存のリサイクルシステムを圧迫する。しかしながら、三品目引取りを中心とした同法の制度設計では、逆有償の解消は不確実である。他方で、同法は拡大生産者責任（Extended Producer Responsibility、以下EPR）に基づいて制度設計が行なわれたとされるが、EPRの最大の狙いである製品設計段階での環境配慮および環境問題の予防的解決は、生産者の責任を限定した同法の枠組みでは十分に達成しえない。同法の制度設計を検討した結果、EPRというよりもむしろ既存の廃棄物処理政策に代表されるend-of-pipe的、対症療法的側面が強いことが明らかとなった。すなわち、同法の制定動機と狙いには、現在の廃棄物政策に欠かせない大量廃棄社会から循環型社会へのパラダイム転換という視点が不十分なのである。



【テーマ分科会２(環境）】

環境保全型社会への課題と展望 （２／２）

自動車リサイクル成立の経済的条件T214

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 102杉本通百則 （大阪市立大学大学院）

韓国のIT産業と環境汚染問題 －IT機器のリサイクルについて－T215

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 104金 恵 珍 （大阪市立大学大学院）

神岡鉱山の排煙対策の歩みT216

－鉱害防止協定後、33年間の立入調査の経過と到達点そして今後の課題－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 108林 節男 （日本科学者会議富山支部）

京都盆地の大気汚染調査から京都の環境問題を考えるT217

－健康問題から今後の自治体運動を考える－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 112谷田悟郎 （日本科学者会議京都支部個人会員懇談会）

拡大する土壌・地下水汚染T218

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 116畑 明郎 （大阪市立大学）

地球規模の鉛汚染の脅威T219

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 120泉 邦彦 （日本科学者会議京都支部）

日本の内湾管理の経過と「共同無責任状態」T220

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 122高山 進 （日本科学者会議三重支部）

アメリカ環境法制における二つの「環境」概念T221

－「共同無責任状態」からの脱却をめざした法システムの基本構造－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 124及川敬貴 （鳥取環境大学）

地球の環境容量と自然再生T222

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 126鷲谷いづみ （東京大学）

霞ヶ浦流域の環境保全と持続型社会の構築をめざす市民型公共事業T223

－アサザプロジェクト－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 128飯島 博 （特定非営利活動法人 アサザ基金）

20年目を迎えた圏央道建設反対運動T224

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 132橋本良仁 （日本科学者会議東京支部高尾分会）

日本とニュージーランドのダム問題と環境法T225

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 134近藤 真 （岐阜大学）

福井県敦賀市中池見湿地の保全とNPO法人「ウエットランド中池見」T226

－市民・行政・企業の協働とパートナーシップを求めて－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 136森 透 （日本科学者会議福井支部）

Administrator
ノート
　来年１月の自動車リサイクル法の完全施行を前に、日本の自動車リサイクルの現状及び課題、自動車リサイクル法の概要及び問題点を指摘した上で、自動車リサイクル問題の解決の方向性を提示する。その際特に、日本の自動車産業の経営戦略の特徴やその結果としての製品寿命の短さが、廃車の発生抑制・リサイクル・適正処分の各段階の処理をいかに困難にしているかを分析し、日本の自動車メーカーが当面取り組むべき課題とリサイクルを考えた生産を実現するための枠組みについて検討する。

Administrator
ノート
　韓国では、ＩＴ機器の使用が急増してきており、多くがそのまま捨てられることで、焼却、埋立からの有害物質の発生による環境汚染を引き起こす可能性が大きい。また、リサイクル時の金属などを取り出す際に、酸性溶液を使うことで排水の排出による環境汚染を引き起こす可能性もある。このような問題点を念頭に置いて、リサイクルの現状を見てみることにする。

Administrator
ノート
　鉱害防止のために、鉱山・精錬所からの排水対策と共に、排煙対策は欠かせない。大正年間には、鉱山周辺の田畑に煙害をもたらし、補償を行っている。　被害住民が弁護士、協力科学者と共に毎年、鉱業所に立入調査し、排煙対策の改善を求めてきた。その活動経過と今日の到達点、今後の課題について述べたい。煙害は、40km以上も離れた被害団体住民にとっては、煙をつかむ様にイメージがつかみ難いかも知れない。しかし鉱山周辺に降下した煤塵は、その地域土壌を汚染するばかりでなく、やがて雨水に溶け出し、鉱山・精錬所排水ともに河川に合流する。やはり、排水と同様に、排煙も発生源で、可能な限り抑えることが大切である。　排煙対策の観点から、集塵機の改善ばかりでなく、精錬プロセスそのものを、丹念に調査し、発塵の少ない方式に抜本的に改善することを求めてきた。その顕著な例として、赤渣の乾燥方式から高圧脱水プレス方式を導入させた。その要求が道理にかなったものであったことが、その後の排煙データが示している。最近でも、煙灰からのカドミ抽出、リサイクル原料からのカドミ濃度削減などを新プロセス導入によって実施させ、排煙からのカドミ排出量は着実に低下してきた。　日常監視体制として、集塵機の出口からの排出量の測定だけではなく、発塵している箇所、建屋内外の大気環境の調査、ダストジャーによる鉱業所周辺８km円内での降下煤塵、下流域への影響を、年次報告書に提出させている。住民側も降下バイジンについては、クロスチェックを行っている。

Administrator
ノート
　車社会となり、国は1978年ＮＯ2環境基準を改悪したが、当時の京都市は迎合せず1986年保全基準作成、排気ガス影響健康調査を京都府医師会に依託。その後1987年市内高速道路建設計画決定。そこで、南区住民と簡易ＮＯ2カプセル調査を13年間実施、その後、都心部の住民と京都盆地の幹線道路交差点四つ角ＮＯ2測定を現在まで3年間実施したので、京都市環境対策の問題点を明らかにしたい。調査結果は南区では、国道沿いは常に高度汚染持続、北や西へ漸次汚染拡大、世界遺産の東寺や二条城沿いは高度汚染。さらに各行政区衛生統計では、高齢者・悪性腫瘍・呼吸器疾患死亡率がすべて都心部の東山・下京・上京・中京区で高い。地球温暖化防止条例が締結された自治体の科学性（生態的持続可能性持続）、倫理性、住民と共に作る、ＬＲＴをふくめ交通政策と統合された市民の生活と健康を守る街作りマニフェストをもち、32年間の蜷川政治に学ぶことが大切である。

Administrator
ノート
　2003年施行の土壌汚染対策法の背景となった市街地の土壌・地下水汚染事例などを紹介し、土壌汚染対策法・法施行令・施行規則・環境省告示・施行通知・施行状況などの問題点を明らかにする。とくに、発表者が直接に係わった大阪市内の土壌汚染事例と滋賀県下の地下水汚染事例などを紹介するとともに、土壌・地下水汚染の拡大を警鐘し、かつ問題解決に向けて提言する。

Administrator
ノート
　鉛は古くから幅広く利用されてきたが、その生産量が飛躍的に増大したのは産業革命以後であり、現在では年間300万トンに達している｡またこのうち、かなりの部分が使用後には環境に放出されており、その量はこれまでにのべ３億トン以上におよぶ｡　このため、ヒトの体内には汚染された大気、水および食品を通じて鉛が蓄積し、一般人の血中濃度は２～５μg/dLに達している｡これは、産業革命以前の人の100～300倍であり、しかも危険なレベル(10μg/dL)との間に２～５倍の開きしか見いだされないことを意味する｡　血中濃度が10μg/dLをこえると、子どもの中枢神経障害(知能低下と行動異常)や出産異常が生ずることは明らかであるが、最近ではこれ以下の濃度でもかならずしも安全ではないことが示唆されており、鉛汚染の現実は、人類の未来にとってこれ以上は許されないぎりぎりのところにさしかかっているといえる｡

Administrator
ノート
　国定公園高尾山に直径10ｍのトンネルを２本掘る圏央道計画が発表されてから20年になる。地元住民を中心に建設反対の闘いは大きく広がり、2000年10月には原告数1300名で高尾山天狗裁判を起こした。運動の教訓と展望を報告する。

Administrator
ノート
　中池見湿地は、おかげさまで、大阪ガス（株）がLNG基地建設を断念し、来年春に敦賀市に全面的に寄付されることになりました。私たちは今後の運動を考えて、今までの中池見湿地トラストを母体として、新たにNPO法人「ウエットランド中池見」を今年立ち上げました。現在、敦賀市主導の保全協議会で、今後の湿地保全について議論していますが、なかなか厳しい現状があります。以上の経過と今後の課題についてご報告したいと考えています。



【テーマ分科会３(経済）】

持続可能な社会経済システムを問う

グローバリゼーションをどう捉えるかT301

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 140杉本昭七 （京都大学名誉教授）

グローバリゼーションと現代帝国主義T302

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 141二瓶 敏 （専修大学名誉教授）

現代アメリカの対外政策と国内政治・経済基盤の構造変化T303

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 142河音琢郎 （和歌山大学）

グローバル化と途上国 －フィリピンを事例に－T304

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 144太田和宏 （神戸大学）

グローバル化とドイツの労使関係T305

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 146朝日吉太郎 （日本科学者会議鹿児島支部）

経済民主主義と新福祉国家のかたちT306

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 148二宮厚美 （神戸大学）

持続可能経済と市場メカニズム －グローバル化を中心に－T307

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 150中谷 武 （神戸大学）

社会経済システムにおける非営利・協同セクターの位置と役割T308

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 154川口清史 （立命館大学）

労働組合と経済民主主義T309

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 156横山壽一 （金沢大学）

ＣＳＲ時代の株主運動と企業改革の課題T310

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 158森岡孝二 （関西大学）

問われているのは文明としての資本主義の克服T311

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 160大西 広 （京都大学）

資本主義と人間の再生産 －人口減少社会・日本の現実から－T312

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 164上瀧真生 （日本科学者会議兵庫支部）

持続可能な経済発展と途上国世界の活力T313

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 166和田幸子 （神戸市外国語大学）

有限の地球の経済学は可能なのかT314

－それはSS（永続可能な社会）構築の鍵を握る－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 170林 智 （日本科学者会議大阪支部）

Administrator
ノート
　「サステイナブルな文明をめざして、その阻害要因を解明し、克服を展望しよう」とすれば、学際的な討議こそが重要であろう。少なくも4総学以来、総学はそれをめざしてきたし、日本科学者会議そのものが本来そのような学際討議の場であるはずである。ところが総学における分科会は、いまだ十分に分野の壁を乗りこえることができないでいる。あえてこの報告は、第3分科会に申し込むことにした。　20世紀の経済（学）は、「『事実上無限』から、『明らかな有限』へ」と地球の性格を変えた。1960年代以降、この新しい状況への対応を目指すいわば「良識の流れ」はあるものの、いまだ大局においては、地球を無限だと思い込む「非常識な流れ」が世界を支配している。サステイナブルな文明の構築にはタイム・リミットがある。間に合うのか。現状に対する疑問を整理して、経済学専門家のお教えを請いたい。



【テーマ分科会４(科学･技術）】

「豊かな社会後の社会」における科学･技術を考える

「豊かな社会後の社会」における科学と技術を考えるT401

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 176明石博行 （駒澤大学）

「持続可能な開発」（SD）概念の再検討T402

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 181舘野 淳 （中央大学）

治水技術における総合科学の欠如と持続可能な治水技術の展望T403

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 184上野鉄男 （日本科学者会議京都支部）

遺伝子組換え作物の試験栽培をめぐってT404

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 188大竹昭郎 （日本科学者会議滋賀支部）

情報通信網の現状とユニバーサル・サービスT405

‥‥‥‥‥‥‥・ 192矢作英夫 秋山昌文 （日本科学者会議東京支部武蔵野分会）

飲料水・生活用水「商品化」の実態と21世紀の課題T406

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 194中村寿子 （日本科学者会議大阪支部）

日本政府による食品中カドミウムの最大基準値設定法の批判的検討T407

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 196浅見輝男 （元茨城大学）

現代の相対主義と「科学の商品化」T408

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 200稲生 勝 （岐阜大学）

「持続可能な文明」をめざして －科学・技術と知的財産－T409

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 202有須 昇 （民間技術者・研究者懇談会）

科学と技術を担う次世代人材の育成についてT410

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 204兵藤友博 （立命館大学）

財界の科学技術戦略と第３期科学技術基本計画T411

－多国籍企業への奉仕要求と軍事技術の取込み－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 208野村康秀 （日本科学者会議東京支部）

第１期および第２期の科学技術基本計画を検証するT412

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 210松井安俊 （日本科学者会議東京支部）

旧国立研独立行政法人の状況T413

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 214日本科学者会議国公立試験研究機関問題委員会

Administrator
ノート
　わが国においては戦国時代以後優れた治水技術が編み出され、発展してきた。ところが明治時代以後西欧の技術が導入され、治水方法が一変した。それ以後は、経済効率に重点を置いた河川事業が進められ、文化的要素や河川環境が軽視され、総合科学としての治水技術の発展が阻まれてきた。その結果、２０世紀後半には水害や環境に関する深刻な問題が集中的に発生した。現在、これらの問題を解決するために、わが国独自の新しい総合的な治水技術を構築し、それをこれからの河川事業に活かすことが不可欠の課題になってきている。　論文発表では、現在の河川事業をめぐる諸問題と問題を醸成した背景にあるわが国の河川事業の変遷について述べ、このような流れを断ち切って持続可能な治水技術を構築する展望を提起したい。

Administrator
ノート
　遺伝子組換え作物栽培の現状は，「科学の商品化」の典型例ではないだろうか。トウモロコシ，ダイズ，ワタなどの遺伝子組換え作物が世界にかなり広く栽培されていることは，遺伝子組換え技術の優秀性を証明するものとは必ずしもいえない。それら作物の広域栽培は，モンサントなどの多国籍大化学企業が財力と組織力にものをいわせて実現させた面がたぶんにあるからである。遺伝子組換え技術はまだ不完全であり，当面，基礎研究に徹し，実用化を急ぐべきではないと，私は考える。　今年（2004年）6月，滋賀県が作成した（仮称）「遺伝子組換え作物の栽培に関する滋賀県指針」（原案）では，遺伝子組換え作物の実用（商業用）栽培は自粛を求めるが，試験栽培は国の規程に沿ってさえいれば，さしつかえないとしている。これでは，環境などへの影響を軽視した試験が一般化する危険が大きいといわざるをえない。

Administrator
ノート
　携帯電話の普及やＩＰ電話の出現など、固定電話だけでなく、さまざまな通信形態が可能になりました。一方で固定電話のトラヒック（通話量）減少が問題になっています。これまで固定電話は、国民のライフラインとして、全国あまねく、低廉な通信サービス（ユニバーサル・サービス）を提供してきました。　情報通信網が多様な形態で進展する中で、ユニバーサル・サービスをどのように発展させていくべきか、国民本位の情報通信はどうあるべきかを考えてみます。

Administrator
ノート
　安全で安価な飲料水・生活用水の供給は、住民の生命を守る基本的なライフラインであり、日本では、水道法により公営が原則とされてきた。しかし、近年、公営水道を信頼せず、「安心・安全」を求めて、ボトル水を買い高価な浄水器等を設置する消費者が増加、『飲み水』の商品化が進んでいる。また、世界的には、多国籍企業による飲料水販売戦略、水資源収奪が顕著になっている。　本報告では、日本における飲料水・生活用水の販売とそれに伴うトラブルの実態から、『水の商品化』について考察し、21世紀に求められている、エネルギー削減、環境資源保護等の課題を論じる。

Administrator
ノート
　現在、FAO/WHO の下部機関であるコーデックス食品添加物・汚染物質部会（CCFAC）において食品中カドミウム濃度の最大基準値が検討されている。日本政府は本年３月の CCFAC 会議において、CCFAC 原案を高めるような提案を行った。日本政府案の根拠は錯誤とゴマカシ以外の何物でもない。そこで、日本政府案を批判的に検討した結果を報告する。

Administrator
ノート
　本発表は、「教育基本法改正」に象徴される政財界の「教育改革」がどのような意図を持って進められているのかについて、次世代人材育成を基軸に検討すると共に、これからの科学と教育のあり方について考えるものである。

Administrator
ノート
　2001年４月に独法化された旧国立研は、中期計画の終了が近づくにつれ、総務省評価委員会を中心に「組織の改廃を含む見直し」の時期が来ている。当初中期計画終了後に実施される予定であったものが、中期計画最終年度に前倒しされ、さらに、2005年度で中期計画を終える機関が大多数のため、2005年度終了機関の半数をさらに１年前倒しが決定され、本格的な見直しが大規模にスタートすることとなった。独法化後トップダウンの体制が強化され、また総合科学技術会議による科学技術基本計画における重点４分野のシフトが現場に深刻な矛盾を産んでいる。産総研では職員の反対を押し切って非公務員化が決定された。このような状況を提示しあるべき姿を投げかける。



【テーマ分科会５(教育・文化）】

【分散会Ａ(教育）】 子どもの発達と教育の可能性

T501 心の教育と「心のノート」 －心理臨床の視点から－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 218高垣忠一郎 （立命館大学）

子どもの心と乖離する「心のノート」T502

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 220石澤雅雄 （京都市つづり方の会、小学校）

日本人としての愛国心とはなにか －日米比較調査研究を通して－T503

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 224坂野 登 （京都大学名誉教授）

向社会的行動としての平和活動が高校生の心理的発達に及ぼす影響T504

－「高校生平和ゼミナール」の活動を中心として－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 226上原之映 （那覇市久茂地児童館）

子どもを虐待する家族への援助T505

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 230櫻谷真理子 （立命館大学）

多忙化と心理的強制状況での子どもの焦燥と無気力T506

－不登校・いじめ・学習回避の様相－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 234那須光章 （滋賀県立大学）

大人へのなりかたをめぐる問題 －大人になることの難しさと新しい可能性－T507

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 238白井利明 （大阪教育大学）

子どもの発達と発達保障T508

－子どもたちの発達の道を開き、人間性豊かな未来を確立していくために－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 242小倉昭平 （日本科学者会議京都支部）

Administrator
ノート
　文部科学省がいう「心の教育」の素性とねらいは何なのか？「心の教育」推進勢力は子どもの「心の問題」の原因、背景をどこに求めているのか？それに対して、報告者自身は子どもの「心の問題」をどう考えているのか？「心のノート」は子どもの心にどのような影響を与える可能性があるのか？そうした問いに対して、「平和」と「自己肯定感」をキーワードにして検討してみたい。

Administrator
ノート
　子どもの作文を紹介しながら、『心のノート』がいかに今日の子どもたちにとってミス・マッチであるかを述べたい。  もしまほうがつかえたら／テレビにでてやる／しゅくだいをいっしゅんでおわらせてやる／ともだちをみんなぼくのなかまにしてやる／おとうさんがたばこをすわないようにしてやる／ぼくのいえにゆうめいじんをつれてきてやる／きゅうしょくをのこさないようにしてやる／ならいごとをぜんぶなくならしてやる／おかあさんがぼくのいうことをきくようにしてやる（子どもの詩・一年生）  現実の子どもたちは『心のノート』の「よい子」像よりずっと豊かである。絵空ごとの人の道を説くより、子どもたちそれぞれの具体的な暮らしぶりを語り合える教室づくりこそが大切であると考えている。

Administrator
ノート
　愛国心や心の教育が文部科学省を中心に強調されている。しかし愛国心はパトリオティズム（郷土愛）とナショナリズムをその中に包含したあいまいな概念であって注意を要する。坂野はパトリオティズムとナショナリズムの発生基盤について大学生を対象にした国際比較を行ったが、パトリオティズムは幼児期における両親に対する愛着体験と密接に関係しているが、ナショナリズムは無関係であるというアメリカと同様の結果を得た。親に対する愛着体験という感情的な結びつきが、郷土（国）に対する愛着へと自己成長・発展したものがパトリオティズムであって、ナショナリズムはそれが社会的要請によって変容させられたものである。文部科学省が強調する愛国心とは、パトリオティズムに似せたナショナリズムであるということができよう。

Administrator
ノート
　本研究は平和活動を向社会的行動の観点からとりあげ、「向社会的行動としての平和活動」が高校生の心理的発達にどのような影響を及ぼすかについて明らかにすることを目的として行った。自主的平和学習活動に取り組む「高校生平和ゼミナール」を中心として調査を行った結果、向社会的行動としての平和活動（平和ゼミ活動）を構成する活動は「仲間との交流」、「平和活動」、「平和学習」であり、これらを行うことによって、自主性や自己主張性、自尊感情、平和意識、政治意識、友だち関係などに正の影響を及ぼし、「自他に対する積極的関心・態度」、「平和問題に対する学習意欲」、「自信・自己肯定的態度」、「他者への思いやり」を促進する結果が得られた。また一方では「平和学習」が「自信・自己肯定的態度」に負の影響を及ぼすという結果が得られたことから、平和学習を行う際には被害・加害の一面的な学習ではなく、平和という共通目的を持った仲間との交流を基盤として平和を創造する思想や運動につながる系統的な教育内容・教育方法が心理学的・教育学的に有効であると考えられる。

Administrator
ノート
　子どもの虐待がますます深刻化しており、子どもを家族から分離して保護するケースも増えている。その一方では、子どもを家族のもとへ返すため、家族再統合の取り組みも必要になっている。もちろん、親子分離をせずに在宅のままで、援助を必要とするケースも増大している。しかし、多くの親は虐待の事実を否認し、外部からの介入や援助を受け入れることに拒絶的で攻撃的になりやすい。こうした自発的相談ニーズの乏しい親へどのように接近し、子育て支援、家族援助を行っていくのかという困難な課題に専門家は直面している。こうした事態をふまえたうえで、子どもを虐待する親との子育ての協同化を図るためにどうしたらよいのか考えてみたい。

Administrator
ノート
　学校教育でのゆとりをキャッチフレーズに実施されている学校５日制の中で、子どもたちの生活実態と心理的状況は、ますます深刻になってきています。学習塾通いは一層増えています。低学年から、習い事やスポーツクラブへ通わされている子どもも増えつつあります。土日の子どもの居場所づくりと地域活動の奨励の一環として地域での諸活動やボランティアも勧められています。　子どもが自発的に自らの意思で、このようなことに参加しているなら良いですが、多くは半ば強制され，周り（友達）がやっているからという状況で係わらされている事例も多いようです。その結果、毎日時間に追われ、疲労が蓄積し心理的な安定感を失い勝ちになるケースもあります。中学生の現在の要望に「時間が欲しい」、「ゆっくり眠りたい」などが上位に出ている調査もあります。このような子どもの多忙化の実態とそこでの問題状況を論じたいと考えます。

Administrator
ノート
　フリーター、パラサイトシングル、社会的引きこもりなど、20代から30代の問題が社 会的に注目されている。一言で言えば、現代社会における大人へのなりかたが問われている。これらは大人へのなりかたの構造が崩れてきていることから起因している。そのことは一面では、自分で自分の人生を選ぶ可能性の現れである。たとえば、これまで大人になるとは、性別分業のなかの義務を背負うことであったが、それからの解放という面がある。他方で、多くの人たちはその恩恵を得ていない。現実のライフコースのなかに社会的不平等が現れているにもかかわらず、個人の選択という行為を介して現れるために、個人の問題に解消されてしまうからである。

Administrator
ノート
　子どもの成長・発達は、大成していく人間発達にとって重要な位置づけをもつものであり、大人社会には、その“子どもの発達保障”に責任をもった真摯な研究の努力と実践が存在していなくてはならない。．．．ところで、そこのところの課題に答えるようにして研究され、まとめられている仕事に、田中昌人氏による『人間発達の理論』がある。．．．この報告（論文）は、その内容の線の上にあるものであり、最近の研究にもとづく内容を発表する。子どもを見ることにおいて“科学的である”ということは、基本のところに必要なことであり、そしてもろもろの実践から、その研究の深めが進展しているというようであらねばならない。“科学的である”ということには、“具体的である”という事が必要であり、さらにそのところに科学性をもつ内容を築いていくことができる“基礎、出発点”が存在しなくてはならない。そして地道な歩みが必要である。発表はそこのところに触れる。



【テーマ分科会５(教育・文化）】

【分散会Ｂ(文化）】 持続可能な社会と新しい倫理

持続可能な開発の概念をめぐってT509

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 248北村 実 （元早稲田大学）

持続可能な社会とグローバルな正義T510

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 252碓井敏正 （京都橘女子大学）

生活様式から環境問題を考えるT511

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 254岩佐 茂 （一橋大学）

持続可能な社会と新しい倫理 －環境倫理が新しい生活様式、文化になるために－T512

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 256河野勝彦 （京都産業大学）

“人間と自然の共生”理念の性格と意義T513

－持続可能な社会への新しい倫理の基礎理念－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 260亀山純生 （東京農工大学）

持続可能な社会と分権・参加民主主義T514

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 264北村 浩 (財団法人 政治経済研究所)

Snowdonia Weekend（ｲｷﾞﾘｽ･ｳｪｰﾙｽﾞ･ｽﾉｰﾄﾞﾝ地方）に参加してT515

－持続可能な地域社会を求めて－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 266四元忠博 (東邦大学)

炭焼き技術から見えてくる持続可能型社会T516

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 268高橋礼二郎 (東北大学)

21世紀の長寿社会を目指して －持続可能な社会を考える視点－T517

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 270宮田猪一郎 （日本科学者会議宮城支部）

持続可能な社会にむけての教育 －産業教育からの脱出－T518

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 272大見興一 （日本科学者会議大阪支部）

Administrator
ノート
　ブルントランドの「持続可能な発展」の定義は、多くの議論を引き起こした。なかでも、development が growth と同意語なのかそれとも反意語なのかをめぐって活発な議論がたたかわされた。主要な見解を紹介し、development が決してたんなる growth ではなく、progress を含意した未来社会への展望をも視野に収めた包括的な概念であることを明らかにしたい。

Administrator
ノート
　2003年10月10日から12日まで、ナショナル・トラストが挙行した所謂 'Snowdonia Weekend' なるフィールド・ワークに参加した。Betws-y-Coed を起点に参加者は車に分乗しかつ徒歩をも兼ねて、トラストの所有地を中心にスノードン国立公園をほぼ踏破することができた。この時の貴重な体験を通して、トラスト自体が地域の社会経済が疲弊しつつある中、いかにして持続可能な地域社会を目指して活動しつつあるかを紹介したい。尚発表に際して、現地でのスライド映写を行うが、いずれにしても地域社会を活性化させることが、いかなる意味と意義をもつものであるかも明らかにされるはずである。

Administrator
ノート
　最近、燃料としてではなく木炭、竹炭の効用が見直されている。それは水や空気をきれいにする効用であったり、肥料や防虫剤としての役割などである。また、携帯電話で問題になっている電磁波障害にも有効といわれている。有機物は何でも炭にすることができるので、有機物の炭化処理法はダイオキシン発生がなく資源リサイクルできるので、21世紀における有効なゴミ処理法といえる。　「炭焼き」は古くて後れた技術ではない。炭焼きの過程で出てくる多くの「なぜ？」は新しい技術の発見につながる。炭焼きの原理、炭焼き技術から見えてくる持続可能型社会について論じてみよう。

Administrator
ノート
　ＪＳＡ宮城支部高齢社会問題研究会では、14総学で武藤清一郎会員が「21世紀の長寿社会を目指して－どんな医・食・住を選択するか」と題して発表した。その後、「高齢者の食」をテーマとして連続市民講座を開催した。この市民講座の内容を紹介し、「持続可能な社会」を構築する課題を長寿社会という視点から考察する。この長寿社会を実現するために、人間重視の方向に政策を転換することを提案する。

Administrator
ノート
　今日、教育改革が不十分なのは、明治以来行われている産業教育を払拭しないからである。飛躍するが、エネルギーの単位に着目すると、直接的な単位は、カロリー・ジュールであるが、社会におけるエネルギーを総合的に考えるとき、電力の形ならKＷＨ、ガスなら立方メートル、石油換算ならトンを加える必要がある。大変複雑なのである。その上、消費者としては、単位当たり費用も重要で、家庭経済から考える場合、エネルギーの単位は「円」で考えたほうがいいかもしれない。この複雑な単位を生徒が理解しない場合、生徒の能力の低さと考えるのでなく、教育内容の不備と考えたい。産業教育から脱皮した教育としては、単位が今のままでよいか、何を重要と考えて整理すればよいかなど考える必要がある。新しい教育はどんな科目で、どんな内容で行うのかを、持続可能な社会という尺度で、改めて考えてみなければならないことを主張する。



【一般分科会１】 研究者の権利・地位問題

科学者研究者の権利の現状G101

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 278浜林正夫 （日本科学者会議東京支部）

NTT研究所における裁量労働制導入問題のたたかいと教訓G102

‥‥‥‥‥‥‥ 280松永光司・長田好弘 （日本科学者会議東京支部武蔵野分会）

富士大学助教授配転・解雇事件についてG103

－事件の経緯と被告側の主張の特徴－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 284川島茂裕 （日本科学者会議岩手支部）

国立大学法人移行後の科学者の権利に関する問題点G104

‥‥‥‥‥ 288石栗義雄・浜林正夫 （日本科学者会議科学者の権利問題委員会）

公立大学の法人化と教員の権利・地位 －横浜市大の例を中心に－G105

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 290今野 宏 （日本科学者会議科学者の権利問題委員会）

学問の世界における性差別の解決に向けてG106

－東京支部の取り組みを中心に－

‥‥‥‥ 292石渡眞理子 （日本科学者会議東京支部、女性研究者技術者委員会）

研究者・公務員としての基本的な権利・義務G107

－特に（独）産総研でのこの二年間に関連して－

‥‥‥‥‥‥‥‥ 294竹森 信 （日本科学者会議茨城支部、(独)産業総合研究所）

Administrator
ノート
　日本科学者会議の権利問題委員会がおこなっている科学者・研究者の権利アンケートの中間集約と問題点の指摘。

Administrator
ノート
　ＮＴＴ研究所における裁量労働制導入問題について、職場研究者のたたかいと教訓を報告する。昨年夏突然提案された会社案の概要とその問題点、労働組合研究所分会をはじめ職場研究者のたたかいと到達点、教訓と克服の課題に触れる。また、科学労働や研究開発労働は現行の成果主義・裁量労働制と鋭く対立していることを解明し、将来展望についても触れる。

Administrator
ノート
　岩手県花巻市に所在する富士大学において、助教授川島茂裕は、2001年８月に事務職員に異職種配転され、同年１１月に仮処分申請を行った。2002年４月に、配転無効の仮処分決定が出された直後、解雇された。同年５月に解雇無効の仮処分申請を行い、2003年７月、完全勝訴となった。直後、富士大学理事長は、起訴命令申立を行い、本訴に持ち込んだ。現在、盛岡地裁において審理中である。　被告理事長は、「仮に、理事長、理事、理事会には、学校経営上の管理業務を実施する権限しかないとすれば、学校法人制度の根幹が揺さぶられ、私立大学の存立の意義を否定することになる」と主張している。本報告では、この被告主張について批判しながら、私立大学法人の経営権と教員の教育研究権との関係を明らかにする。

Administrator
ノート
　横浜市大や都立大のように、公立大学の独法化の動きは、国立大学の法人化の場合と比較して、よりドラスティックであり、社会の関心を呼んでいる。公立大学の設置者である地方自治体の首長が、大学自治の原則や教育基本法を乱暴にも逸脱し、大学の「改革」や「改廃」を強行している。この事態は必然的に、大学の円滑な運営のうちに着実に改革を進める事を不可能にしている。またそのなかで、教員の権利・地位はすでに大きく侵害されている。本報告では、横浜市大の法人化の進行過程を例として分析し、法人化後の教員の権利・地位がどうなるのか、問題点を明らかにしたい。また、公立大学それぞれが築いてきた伝統を尊重しつつ、新たな発展的改革を可能にするためには、教員の権利・地位が擁護されることが不可欠であること訴えたい。

Administrator
ノート
　大学進学率における女性比率は男性のそれを上回っていると報告されているが、4年制大学への進学率は男性よりかなり低い。さらに、女性比率は大学院への進学率、大学教員と上に進むほど大きく下がる。これらの原因の一つは、女性が高等教育を受ける権利、学問・研究に参加する権利が、様々な形で侵害されていることによると考えられる。学問の世界で、どのような場面で性差別があるのか、どのような解決策があるのか、最近東京支部女性会員全員に対しおこなったアンケート調査の結果や、これまでの東京支部の活動をもとに問題提起をしたい。

Administrator
ノート
　産総研でこの二年間に起こったことは、研究者・公務員としての基本的な権利・義務の観点から大変憂慮される。賃金の過去に遡った削減、明確な約束に反して強行された非公務員化、一方的な組織改編などであるが、特に、複数の死者まで出たことは誰の責任かなどの問題を遙かに越えたことである。しかし、このようなことがどうして起こったのか、研究者、組合もどうしてくい止められなかったのか、など、十分な検討が求められる。当日はこれらにつき私見を述べる。また、一般的に研究者・公務員の基本的な義務・権利はどうあるべきか、どのように追求してゆくべきかの私見も述べたい。



【一般分科会２】 水産問題

－持続的な発展をめざして－

海面養殖業の現状と持続的発展G201

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 298長谷川健二 （三重大学）

食育基本法の前提と水産業の発展G201

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 300河井智康 （日本科学者会議東京支部）

Administrator
ノート
　1999年に「持続的養殖生産確保法」が制定されてから数年経つが、魚価安、経営コストの上昇など海面養殖業をめぐる状況は悪く、環境保全型養殖業の構築はきわめて困難になっている。そこで本報告では、現在の経営環境悪化の中でいかにして漁場環境を保全し、「安全・安心」な養殖魚づくりをめざすべきかについて述べる。

Administrator
ノート
　農水畜産物全体に関わる食育基本法が議員立法で臨時国会に出される予定である。しかしその前提条件として世界の食料問題と日本の関係を見ることが大切であり、そこに水産業（農畜産業も）の発展の大義が見出される。



【一般分科会３】 医療・薬と生命倫理

－人間の尊厳をもとめて－

医療・薬と生命倫理 －人間の尊厳を求めて－G301

‥‥‥‥ 304片平洌彦 （日本科学者会議医療と薬害問題研究委員会、東洋大学）

医療事故と医薬品 －薬害・くすりの医療事故を繰返さないために－G302

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 308金岡長英 （青葉調剤薬局）

医薬学研究者・技術者と倫理G303

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 310寺岡章雄 （医薬情報センターあさひ）

多発する薬害事件と専門家の役割G304

－新たな薬害訴訟・イレッサ薬害被害訴訟の意義について-

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 312中島 晃 （京都・市民共同法律事務所）

食品安全における科学者・技術者の論理と倫理G305

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 314功刀由紀子 （愛知大学）

「市場の論理」に抗する生命倫理を求めてG306

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 316黒須三恵 （日本医科大学）

科学技術と「人間の尊厳」G307

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 320徳永 光 （甲南大学）

Administrator
ノート
　分科会の趣旨は別紙の通りであるが、本報告では特に筆者がかかわってきたＪＳＡ医療と薬害問題研究委員会、薬害オンブズパースン会議、埼玉協同病院倫理委員会の活動の歴史をふりかえって論ずる予定である。

Administrator
ノート
　医療事故訴訟の50％～60％は薬が関与しているといわれている。'99年厚生省医療事故調査においても「注射・点滴・中心静脈栄養」など31％、「経口薬投与」13％、併せて44％というインシデント・レポートがある。日本の薬による事故は、“薬害”に代表される薬の有害事象隠蔽による犯罪的性格の強いケースと過量投与、外用薬注入などの過失によるケースが考えられる。前者は薬の大量消費と医薬品生産を国策としてすすめててきた過程で、後者は医療における効率化による過密労働のなかで発生している。日本の医療は「危険がいっぱい」という看護師増員という訴えにも拘わらず、未だに実現をみていない。医療従事者のうつ病・過労・自殺の増加は医療事故被害者のみならず、加害責任を問われる立場からみても常軌を逸した事態である。厚労省は医師・看護師の労働の過密状態の調査を今年10月からやっと開始することを決めた。（'04.7.31 ＮＨＫニュース）一方７月30日からは規制緩和によって371品目が医薬品から除外され、コンビニでも販売されることになった。医療への他産業の参入は、医療に効率化と営利化一層加速させ、ゲノム創薬を中心とした産・官・学による国際的新薬開発競争は製薬企業を活性化させるだけである。　今国民が求めているのは、安全で安心できる医療であり、それには第三者機関による医療事故調査委員会の設置であり、国民が納得できる医療被害者の救済の充実を手始めとした医療・医薬品に対する安全性の確保である。どんなに良い薬であっても国民にとっての医療環境の改善が伴わなければ、安全な薬の提供はできない。同時に薬や健康食品などを必要としない生活環境を整え、米国に次ぐ薬消費大国の汚名は返上しなければならない。それは国民の健康を守る政府の果たすべき最も大切な課題であると考える。

Administrator
ノート
　医薬品を例にとると、薬は生体にとって異物なので、必要なもののみを最小限に用いることが倫理的、科学的である。しかし、資本の論理は医薬品をできるだけ多く使わせようとし、それらはさまざまな形で医薬学研究者・技術者に影響を及ぼす。導くキーワードは患者本位の医療(薬物療法)の徹底にあると考えるが、医薬学研究者・技術者と倫理をめぐる問題を整理して考えたい。

Administrator
ノート
　病原性大腸菌O-157や雪印牛乳による食中毒事件をきっかけとして、食品安全に対する消費者の意識は高まりをみせている。この傾向は日本のみならず世界規模でもみられ、そこで問題となっている事項は、ダイオキシン、アクリルアミド、食品添加物、残留農薬といった食品中の化学物質、さらには遺伝子組換え食品など、枚挙にいとまがない。食品安全問題は、「農場から食卓まで」と呼ばれる、食品の生産・製造から流通・販売を経て消費者の食卓に到るまでのルートにかかわる企業の倫理意識に注目するのみでは解決をみない。食品中の未知の有害物質同定、およびそれらが原因となる消費者の健康危害の推定、さらには、食品添加物や農薬の使用量や食品中の許容残留値の決定等も、食品安全の重要な要素である。そして、これらの作業には科学者や技術者が主要な役割を果たしている。　「農場から食卓まで」にかかわる企業の市場論理に屈することなく、消費者の利益と健康を保障するために科学者や技術者は機能すべきである。

Administrator
ノート
　生命倫理分野では生命倫理４原則（無危害、恩恵、自律尊重、正義の各原則）がよく知られている。最初の３原則では医師と患者の当事者双方が了解すれば多くの行為が行えてしまう。これまでの薬害では、患者に不利な情報は提供されないなど、インフォームド・コンセントに絡む問題が多かった。では十分な動物実験のデータや臨床研究（治験）のデータにもとづき安全性・有効性等が確認されれば医薬品として認めてよいのだろうか。例えば再生医療のために人の受精卵を利用してES細胞から各種細胞等を作製することである。企業は外国企業とも競争しなければならず、この再生医療分野でも先端技術・製品の開発にやっきになっている。市場の論理を優先し、人の「欲」を満たすために何でも利用することを認めてよいだろうか。先の生命倫理原則の正義とも関連するが、生命の尊厳、人間の尊厳とは何かを問うことにほかならない。

Administrator
ノート
　米国発の生命倫理は、医師優位の医療界に患者の人権を尊重する大きな流れをもたらした。しかし、医療と生命科学の急激な発展の中で、倫理的に許容できるそれらの境界設定について調停困難な対立に陥っている。対立の根底にある思想の一方は、価値観の多様性を前提して当事者の自由な幸福追求を重視する個人主義である。他方は、キリスト教原理主義など伝統的価値観を重視する共同体主義である。この理念的分裂に対して、欧州では「人間の尊厳」理念に基づく共通な基本的価値観から生命倫理の展開が追求されてきた。とくにドイツでは、基本法（憲法）第一条でこの理念から人権が基礎づけられ、生命倫理関連法規でも、この理念に導かれた議論を経て人権をめぐる対立を調停する境界設定がなされれてきた。そこで、生命倫理に関する現在の難局を打開するには、米国の議論だけでなく欧州の「人間の尊厳」に関する議論を検討し参考にすることが有益であることになろう。



【一般分科会４】 エネルギー・原子力問題

原子力発電の動向 －核燃料サイクル問題を中心として－G401

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 324舘野 淳 （中央大学）

エネルギー政策と原子力長計の見直し作業についてG402

‥‥‥‥‥‥‥ 326青柳長紀 （日本科学者会議茨城支部日本原子力研究所分会）

電気事業法の生立ちと九電力体制G403

－自然との共生、エネルギーの自立への阻害－

‥‥‥‥‥‥‥‥ 330本島 勲 （日本科学者会議千葉支部、元電力中央研究所）

太平洋炭坑から釧路コールマインへ －炭坑開発を今何故？－G404

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 332渡辺 昂 （日本科学者会議原子力問題研究委員会）

Administrator
ノート
　最近核燃料サイクル・バックエンド・コスト問題がクローズアップされ、「原子力発電は最も安価な電力」と言う主張は根拠を失った。また技術予測の失敗から、「全量再処理原則」「余剰プルトニウムを持たない原則」などの原則も実行不可能となった。基本政策を見失って、原子力は漂流を続けるのか。

Administrator
ノート
　最近、経済産業省と総合資源エネルギー調査会は、エネルギー政策の見直し作業をしている。また、原子力委員会も原子力開発利用長期基本計画の見直し作業に入った。　２１世紀を迎えて、日本のエネルギーと原子力利用を巡る内外の情勢は、大きく変わってきている。いま、政府、産業界、政党は、情勢の急激な変化に対応して国家的なエネルギー戦略の確立、重大な政策上の選択が求められている。　一方、環境問題の起きない、安全で安定的なエネルギーの供給はいかにあるべきか、という様々の国民的な議論や運動も広がってきた。　そこで、現在のエネルギー政策、原子力政策の問題点、課題がとこにあるのか、国の政策見直し作業に合わせて検討し、改革すべき今後の方向を探る。

Administrator
ノート
　戦後の九電力体制はポツダム政令（1950）による。それは、アメリカの支配のもとでの戦後の復興と高度経済成長を支える大容量、高密度な産業用電力の開発を担うもので、その果たした役割は大きい。一方、それは、エネルギ－の大量消費、自然破壊の構造、さらには食料と共にエネルギ－の極端な海外依存体質を生出し、今日「電力の自由化」、「自然エネルギ－」の導入、エネルギ－の自立さらには自然と共生した社会の構築に大きな障害となっている。九電力体制の見なおしとともに小容量、低密度な民生用電力として、わが国固有のエネルギ－を自治体の主導で開発する電気事業法の改定と財政的な体制が求められる。

Administrator
ノート
　釧路の太平洋炭鉱は2002年の１月に閉山し、新たに釧路コールマインが設立された。その結果、長さ1400メートルの海底坑は閉鎖され、新たに400メートルの海底坑が年産70万トンで掘削されている。これも５年後に閉山の予定。では日本には石炭がないのか？そうではない！　確定埋炭量100億トンのうち、既に掘った量は10億トンに過ぎない。価格はオーストラリア炭の1.5倍以上と云われて、閉山水没の憂き目にあってきた。しかし釧路太平洋炭鉱の終了時、釧路コールマインの炭価はトン当たり9500円になっている。オーストラリア炭は中国との競争で、トン当たり5500円を超えようとしている。ここでうけに入っているのが、日本の船会社である。果たして資源・エネルギーとして石炭を過去のものとしていいのか？ドイツでは年２億トンの石炭が掘られ、価格はトン辺り日本の1.5倍である。一方排煙による酸性雨で大変であった、ドイツは1990年代に日本の排煙脱硫・脱硝の技術でクリーンな空になったと云われている。　昨年の11月29日に釧路で「日本最後の炭鉱の長期存続を求める会」主催の石炭シンポシュームが開かれ、120名集まって大成功であった。更に今回11月13日に全国シンポを予定しており、その結果もあわせて報告する。



【一般分科会５】 安全な社会を目指して

－阪神淡路大震災から10年、災害科学の到達点と課題－

ゼロからスタートした個人補償はどこまできたのかG501

－大震災の教訓は生かされているのか－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 336出口俊一 （兵庫県震災復興研究センター）

「新しい市民社会」つくりをめざす被災地の市民活動G502

－学民連携の可能性を開拓しながら－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 338岩崎信彦 （神戸大学）

自然災害と国家責任G503

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 340池田恒男 （龍谷大学）

支援サイドから見た三宅島の全島避難・帰島問題G504

‥‥‥‥‥‥‥ 344坂巻幸雄 （日本科学者会議災害問題研究委員会・東京支部）

新潟県における農業農村被災の状況と復興課題G505

－7.13水害および新潟中部地震－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥・ 346伊藤亮司 三沢眞一 （新潟大学）

Administrator
ノート
　間もなく阪神・淡路大震災（大震災）から10年。　1995年1月17日午前5時46分、ほんの一瞬大きな縦揺れが横揺れに変わり、そして、家財が飛び散り家屋が崩壊し、認定されているだけでも6,433人が犠牲となった大震災。犠牲は免れたものの肉親や知人・友人を失った人々、負傷した人々、目の前で血と汗の結晶ともいうべき財産を失った人々など、多くの人々が言葉では言い表すことのできない恐ろしさと悲しさを体験させられた。　大震災直後に首相らは「国の成り立ちとして個人補償はできない」としたが、被災地と被災者はその後一貫して個人補償の実現を求め、「被災者生活再建支援法」の制定（1998年5月）、「居住安定支援制度」のスタート（2004年4月）など大震災の教訓を生かすとりくみを倦むことなく行ってきている。　ゼロからスタートした個人補償は10年でどこまできたのかを整理し、今後の災害対策の課題を提起したい。

Administrator
ノート
　７・１３水害の気象条件、河川の水量、建物や農地の冠水や山間地における土砂崩壊等の詳細な経過報告と、平野部と中山間地の作物や農地・森林の被害状況及び今後の復旧における問題点を述べる。



【一般分科会６】 国立大学法人化元年とその波及

大学評価をめぐる現状と課題についてG601

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 350細川 孝 （日本科学者会議京都支部、龍谷大学）

国立大学法人化と日本の学術G602

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 352細井克彦 （大阪市立大学）

都立の大学改革 －公立大学独法化の諸問題－G603

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 356大串隆吉 （東京都立大学）

国立大学法人就業規則と労働組合の役割G604

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 363中島哲彦 （名古屋大学）

国立大学法人における財政 －教育・研究の理系基礎単位の実情－G605

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 364立石雅昭 （新潟大学理学部）

Administrator
ノート
　2004年度から設置形態を問わず全ての大学・短期大学に対して、認証評価機関による大学評価（第三者評価）が義務づけられた。日本における大学評価は、諸外国におけるそれと違って、政府による統制を強めるものとの懸念が強まっている。その一方で、大学評価はこれからの大学のありようを考える場合に避けてとおれない課題であり、大学人自身が主体的に取り組まなければならない。このような思いから、2004年3月に大学評価学会が設立された。本報告では、大学評価学会設立以来の取り組みも紹介しつつ、大学評価について現状を分析するとともに、若干の問題提起を試みたい。

Administrator
ノート
　国立大学法人化は、行財政改革としての機能と産業創出政策的な機能を持っており、両機能が相互に連関しながら、これからの日本の学術の構造を形づくっていく可能性が強い。前者の機能は、独立行政法人通則法のスキーム、中期目標・中期計画→大学評価→予算配分、組織改廃等の枠組みを持ち込むことによって、また後者の機能は、科学技術創造立国政策と連動することで、実現される。これらの構造を分析しながら、それが日本の学術に何をもたらすかを検討する。

Administrator
ノート
　大学の独立性を否定する地方独立行政法人のからくりと大学運営の企業化による民主主義の否定を報告する。

Administrator
ノート
　６月から７月にかけて、各学科における予算が確定した。　その特徴　　１）トップダウンによる配分で、基礎単位からの疑義を申し出る余地がない。　　２）法人化準備ということで、昨年度は２割以上の減額配分であったが、今年はさら　　　　にその６～７割配分となった。　　３）非常勤職員給与などを差し引くと、何とか赤字を免れたというのが実情で、これ　　　　では実験系では研究はもちろん、教育にかかる基本的な経費さえまかなえない。　来年度からの効率化係数などを勘案するとさらに減額配分が予想される。国立大学法人における教育と研究はその基礎から掘り崩される事態となっている。大学における教育と研究を守る闘いは今新たに始まっているが、広く事態を知っていただき、運動への協力を呼びかけたい。



【一般分科会７】 環境思想を考える

環境は客観的存在かG701

－環境共生、自然共生という共生概念への批判－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 368宇井啓高 （日本科学者会議富山支部）

自然は何故判りやすく、面白いのかG702

－児童期の身体アナロジーの役割と限界－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 370関谷 健 （日本科学者会議京都支部・個人会員）

環境思想とマルクスG703

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 372上田 浩 （京都府立大学非常勤講師）

ヴァンダナ・シヴァの環境思想G704

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 374南 有哲 （三重短期大学）

自然保護について －エコロジー論と進化論の立場から－G705

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 376入江重吉 （松山大学）

Administrator
ノート
　環境の定義は「主体を取り囲む周りの世界」「周囲」「周りにある何か」「主体に対して周囲は物理的に外部から何らかの影響を主体に及ぼす」別の表現では、「主体と何らかの相互作用をもつ主体の周囲」といわれている。「主体と何らかの相互作用をもつ」とは環境が周囲の客観的な存在としてではなく、選択的な主観的な存在であることを意味する．一方、環境とは「個人ないし組織の性質に影響を与える社会的、文化的複合体」であるという定義もある。個人ないし組織に対して，その主体の周りの文化的環境、社会的環境という見方である。このような二つの定義は，いずれも「主体と何らかの相互作用をもつ」選択的、主観的関係で結ばれている点が共通している。　環境が客観的存在だとする考えには賛成しかねるし，「共生思想」とも関連づけていえば、本サーキュラー分散会B（文化）に記されているような「人間と環境（自然）との共生をどうやって実現するか」という表現が不適切である点を述べたい。環境は思想であり，自然は思想ではない．環境と自然とは基本的には同義ではない。

Administrator
ノート
１．子どもは何故自然が判り易く、面白いのか　乳児～児童期の物理領域の認知・認識の「生得的制約」について２．「子どもの力学」の発達的意味と力学的認識の限界　「子どもの力学」の同質性と異質性、水平方向の押し・引きの力概念の発達と重力的認知の低迷、青年期における生活的概念・理論と科学概念・理論の併存３．生活的概念の発達の最近接領域に教育を用意するために－ヴィゴツキーに学ぶ－

Administrator
ノート
　エコロジストのうちには、マルクスの思想は近代の枠組みにとどまるものであって、エコロジーの思想とは両立しえず、あるいはエコロジーに敵対すらするものであるとする潮流が存在する。他方で、マルクスの思想そのものがエコロジー的であり、その資本主義批判には環境破壊の原因を分析する理論を含んでいると見る潮流も存在する。　こうした思想状況の中で、エコロジーとマルクスの思想との接点をマルクスの思想そのものに立ち返って探求する研究も現れている。本報告では、こうしたマルクスの思想と環境思想との関係について、新しい論考を紹介しつつ、その諸論点を検討したい。

Administrator
ノート
　インドの著名な環境保護理論家・活動家であるヴァンダナ・シヴァは、特に第三世界において先鋭化している環境破壊の元凶として、先進国主導の世界市場経済と開発政策、その背景にある西欧由来の科学技術思想を｢家父長的｣なものとして厳しく指弾するとともに、環境と生活を破壊されつつある第三世界の先住民や小農民なかんずく女性たちの知恵と力にこそ人類の未来があると主張している。｢女性原理の復権｣によって性差別と環境破壊を乗り越えていこうとする、その独自の環境思想について検討する。

Administrator
ノート
１原生自然の保護　①原生自然モデル･･････ピューリタン的、ロック的、ルソー的、生態学的　②原生自然の保護･･････保全対保存、ピンショーとミューア　③原生自然の価値･･････経済的アプローチ、生態学的アプローチなど２野生動物の保護　ワシントン条約の遵守、捕鯨禁止論　生物多様性と進化　野生動物保護区の充実３自然再生と生態学的補償　自然再生事業と「積極的共生型戦略」　開発と生態学的補償まとめ－自然保護と自然再生の哲学



【一般分科会８】 地域の資料・文化財と歴史の学び

災害時における地域遺産保全活動G801

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 380松下正和 （京都民科歴史部会）

滋賀大学経済学部附属史料館における史料保存と公開G802

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 382青柳周一 （滋賀大学）

地域の歴史学習から相互理解可能な歴史認識へG803

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 384高橋明裕 （京都民科歴史部会、立命館大学）



特別セッション 「劣化ウランの放射線影響」

劣化ウラン弾による環境汚染と健康影響を考えるS001

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 388野口邦和 （日本大学）

劣化ウラン弾に対する科学者の姿勢と内部被曝S002

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 392矢ヶ崎克馬 （琉球大学）

Administrator
ノート
　米英軍を主力部隊とする多国籍軍は、1991年の湾岸戦争で300トンを超える大量の劣化ウラン弾をイラク南部とクウェートで使用した。そのため、ばらまかれた劣化ウラン弾に起因する健康被害が急増していると伝えられている。演者は、イラクを訪れた報道関係者に個人被曝線量計を携帯させ、体外被曝線量の測定を行ってきた。また、体内被曝線量についても検討した。報告ではこれらの測定結果、検討結果について報告するとともに、ウランとはどのような元素か、劣化ウランとはどのようなものか、ウランの毒性と環境基準、ウランの放射能の特徴、伝えられるイラクにおける健康被害とはどのようなものか、といった問題について調査・検討した結果を報告する。



自由論題セッション

イラク人質事件とＮＧＯの課題 －2004年は「ボランティア零年」か－F001

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 398松本邦彦 （日本科学者会議山形支部）

株式会社「ぱっくす」の起業と科学（者）運動の展開F002

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 400湯淺精二 （日本科学者会議大阪支部）

現代資本主義経済と地域産業まちづくりの課題F003

－宮崎県綾町の事例を中心に－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 402井上 宏 （龍谷大学名誉教授）

農耕社会と工業化社会の同一基盤性と人間労働からの考察F004

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 404後藤隆雄 （日本科学者会議兵庫支部）

「15年戦争」における日本の医学医療に関わる戦争犯罪F005

西山勝夫 （滋賀医科大学）

莇 昭三 （城北病院）

石原明子 （国立保健医療科学院）

刈田啓四郎 （東北大学）

土屋貴志 （大阪市立大学）

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 406吉中丈志 （京都民医連中央病院）

日本における学校教員の倫理をめぐる問題点F006

－技術者倫理教育との比較検討を中心に－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 410上野 哲 （広島大学非常勤講師）

国の天然記念物「山中湖村ハリモミ純林」の保護と再生の取り組みF007

鈴木章方・竹内智・風間ふたば・小谷信司

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 412（日本科学者会議山梨支部山梨大学分会）

Administrator
ノート
　今春におきた「イラク人質事件」はいわゆる「自己責任」について大変な議論をまきおこすことで、個人・国家の責任について日本社会に深刻な亀裂が生じていること、その亀裂はいわゆる保守・革新の対立軸をも横断して存在することを示しました。また「自己責任」論についての日本のＮＧＯの受け取り方もけっして一様ではありません。本稿では「事件」をめぐる議論と対立の概要を把握すると共に、国際協力ＮＧＯの直面する課題としてこの問題をとらえようと思います。

Administrator
ノート
　内外で極めて高い評価を受けているＪＳＡの活動において、そのシンクタンクの活性化と運動の強化広域化により高等教育の成熟をたすけ、将来の日本のみならず世界の趨勢を決める。そのために、13総学において提起したＪＳＡ科学ナショナルセンター（科学財団）構想をさらに発展させ、幸い昨年「一円株式会社」法が施行されたこともあり、株式会社「ぱっくす」を起業し「科学」を資産としながら経営をすすめる。つまり、行政や企業の外注化を受けてのタイアップにより企画立案、評価、各種教育、宣伝広報などの業務部門を担いながら「金儲け」をし、その利潤で科学（者）運動「サステイナブル社会建設」を多様な形で推進する。したがって、住民運動との緊密な連携のもとにＪＳＡをシンクタンクとして企画立案部門に置く。研究活動への十分な投資、会費大幅削減などを通じて会員として自ら展望を拓きながらＪＳＡ活動の全面開花を目指す。当該経営において、市場経済が「有限」資源を対象にするのに対して、それを最終的には制御することのできる「無限」資源である「科学」を用いることに絶対的勝算を見る。市場経済の中での経営であるから、勝算採算を度外視した自己満足型・「甘え」型運動から脱却し、自らが株主となって「プロ」として企業を支援し、真に科学の力に支えられる世界を構築する運動の最前線を組織する。多様な株主特典なども提供しながら、国民の多数が株主になったときこの運動は世界に向かう。発展的持続的運動の主体的構築はこの起業以外にはない！「ぱっくす」： pax scientifica (PACSS: The People's Alliance for Constructing Sustainable Society)

Administrator
ノート
　現代師恩主義経済は国家独占資本主義体制のもと、「ＩＴ革命」を媒介にグローバルな支配体制を築き上げ、地域産業や地域社会を破壊へと導いている。　こうした状況の中で貧困化を余儀なくされてきた地域産業を活性化し、地域社会の発展を計ることは、単に地域的な産業の発展を意味するだけでなく、すでに発展の限界に達し、衰退を余儀なくされるに至っているこれまでの巨大企業中心の経済体制そのものを建て直し、全体として持続的な経済発展を計ることにも繋がっている。　こうした主旨のもとで、本報告では宮崎県における産業・まちづくり（シーガイヤと綾酒泉野杜）の過程や現状をもとに、現代地域産業・まちづくりの基本的な課題を明らかにしていくことにする。

Administrator
ノート
　１．はじめに　２．人類史での人口考察（村→都市→村→都市）　３．工業化社会が何故できたか？　４．工業化社会の肥大化と崩壊　５．グローバル下でのローカリゼーションの構築　　　　農業・林業・漁業・畜産業の再生プログラム　６．労働価値観の大転換運動

Administrator
ノート
　米国の大学で行われている職業倫理教育で重点がおかれているのは、技術者倫理教育においても学校教員の倫理教育においても、適切な判断能力の養成である。しかし日本においては、技術者倫理に関してはかろうじてこの視点が継承されているものの（大学で実際に米国並みの技術者倫理教育が行われているかどうかは別問題として）、学校教員の倫理に関しては、聖職者のモラル遵守を強調する動き以上のものは見られない。「不適格」教員に対する懲戒などは、日本における学校教員の倫理が「訓練」や「養成」とは無縁の、「人間性」や「性向」のレベルでしか捉えられていないことの現れでもある。本発表では、日本における学校教員の倫理がなぜ適切な判断能力の有無と結びつけて捉えられないのかを分析したうえで、日本における技術者倫理教育を参考に、その限界を打破する方策を探りたい。

Administrator
ノート
　1963年国の天然記念物に指定されたハリモミ純林は300年の樹齢の大木が３万本ほどあったとされているが、40年ほどのうちに３千本までに枯れてしまった。①枯れる原因の究明。枯れ防止対策の提案。②再生に必要な苗木つくりに成功したこと、などについて報告する。



ポスターセッション

在宅知的障害者のための住環境改善や暮らし方の工夫に関するケーススタディP001

－排泄・入浴などの生活行為に着目した場合－

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 416西尾幸一郎 （京都府立大学大学院）

公共事業におけるPIの課題 －新山梨環状道路北部区間を事例として－P002

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 420竹内 智 （日本科学者会議山梨支部）

中国の世界遺産の環境保護政策が教えるものP003

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 424奥西一夫 （国土問題研究会）

JSA宮城支部「支部講座」の紹介P004

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 428小笠原卓 （日本科学者会議宮城支部）

都立産業技術研究所から見た今日の富士山P005

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 430河村 洋 （東京都立産業技術研究所）

日本の学校給食の現状と課題 －食の安全の視点から－P006

齋藤優子 （東北大学大学院）

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 432高橋礼二郎 （東北大学）

Administrator
ノート
　本研究の目的は、在宅知的障害者のための住環境改善・暮らし方の工夫とその効果などについて検討し、生活困難と住環境・暮らし方との関連を把握することであった。改善・工夫の実践事例に対する調査の結果、わかったことを要約すれば、次のとおりである。１）知的障害者やその家族は、在宅生活の中で、様々な困難を抱えているが、その困難の中には、住環境的要因と密接に関連しているもの含まれている。２）上記１）の困難に対して、家族は、知的障害者の個性や家庭・地域の状況などに合わせた改善・工夫を行っている。その工夫の中には、多分野の専門家による支援によって実現したものも含まれている。３）上記２）の改善･工夫の結果、次のような効果が生じている。　　知的障害者にとっての効果……生活困難の軽減、自立の促進、精神的効果　　家族にとっての効果……介助負担の軽減、精神的効果　　両者にとっての効果……希望が出てきた、家庭の雰囲気が明るくなった、など

Administrator
ノート
　国土交通省では、公共事業を推進してゆくために、住民の意見を参考とするパブリック・インボルブメント（ＰＩ）を取り入れている。このＰＩ方式は、新しい取り組みとして評価できる一方で、公共事業を進めるための免罪符となりつつある。新山梨環状道路北部区間の道路建設計画を事例として、PI方式の問題点を明らかにし、今後の課題について検討を行う。
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　各国の環境保護に点数を付けるとすれば，中国は決して高い評点を得られず，世界ランキングの中でかなり低いランクに甘んずるであろう。一方わが国では環境保護運動の高まりによって，多くの問題が解決されつつあるが，観光資本による環境資源の収奪に観点を絞ると，世界でも最下位のランクに位置づけざるを得ない。本発表では，公営企業としておこなわれている中国四川省の深山域の世界自然文化遺産の観光開発とパイロット事業的な環境保護活動について紹介し，観光と環境保護，ならびに深山の観光地につきものの防災問題との関連において今後あるべき姿を議論したい。

Administrator
ノート
　筆者の勤務する東京都立産業技術研究所（以下、産技研）は、東京都北区西が丘にあり、快晴の日には、７階の屋上から南西の方向に富士山が展望される。産技研から富士山までは約100kmの距離があり、また産技研から南南西約１kmには、大気汚染全国ワースト１といわれている環状７号線と中仙道が交差する大和町交差点がある。すなわち産技研からは大和町交差点近くの中仙道を通して富士山をみることになる。富士山の観察から東京の大気汚染の状況が把握できないかとの思いから、2002年３月から出勤直後の朝８時ごろ富士山方向の定点観測をはじめた。このたびデジタルカメラで撮影した富士山方向の写真をお天気情報とともにカレンダーにまとめたので発表する。
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　日本の学校給食は1889年（明治22年）に山形県で貧困児童の救済のために行われたのがはじめとされており、第二次世界大戦後には全児童・生徒を対象としてユニセフの援助物資によるミルク給食が行われた。1954年（昭和29年）『学校給食法』が施行された後は全国的に実施され、学校給食の目的は児童・生徒の栄養の改善、健康増進に加えて、「食」に関する教育的意義にも重点が置かれている。このような経緯から現在学校給食を「食育」の一環として機能させようとする試みが全国各地の学校ではじめられている。しかし十分に機能させるためには学校給食のシステム体系の現状について「食の安全問題」という視点から整理し直すことが必要であると考える。本発表では仙台市を事例として、学校給食の現行システムが抱える問題点について検討を行う。
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